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神奈川県高等学校教職員組合　教育研究集会
2007年度　第50次教育研究集会
	青年期の心　分科会

	（第４次定点観測アンケートによる分析結果を踏まえて） 
１　第１次から第４次までのアンケートをもとに、学校現場ではどのような変遷が見られたのだろうか。
２　現在の高校生の心理と病理について、どのようなことがうかがわれるのだろうか。
３　教育的配慮を要する生徒に対する校内サポート体制と教育相談コーディネーターやSCの役割について考える。


	私たち「青年期の心を考える会」ではこれまで高校生の現状や学校の実態を把握するために、隔年ごとに「定点観測」を行なってきました。２００１年の第１次から始まり、今年で第４次を迎えることになりました。その間、各分会にはアンケートにご協力いただきありがとうございました。その結果を基に７年間の移り変わりを素描できないかと考えました。そして、これまでの分析や考察を踏まえて現在の高校生の心理と病理についても触れていきたいと思います。
最後に校内のサポート体制について検討します。実際に教育的配慮を要する生徒がいた場合に、組織としてどのように対応するのか、そして教職員やSCとの連携などについて具体的に考えていきたいと思います。

今回は助言者として、フリースクールで発達障害や不登校の生徒の相談を行っている楠学園の武藤先生とアンガージュマン横須賀代表滝田氏、教育センターの内山慶子先生をお迎えし、意見交換を行います。日頃の教育活動で気づいたことや感じたことを交えて、話し合いができればと思います。是非皆様のご参加をお願いいたします。

	
＜アンケート結果＞
　まず、2007年９月１日の分会代表者会議で調査させていただいた、アンケートの集計結果をお示しします（全分会174に配布して124分会から回答がありました、回収率71.3％）。

アンケート
　以下の００～１１までの質問項目にお答えください（学校内の共通理解でなくとも回答者が過去１年間にわたって把握している範囲で結構です）。該当する場合は□にチェックし（　）内に記入してください。

００　学校名（　　　　　　　　）
　＊（　）の数値は今回の調査で回答した分会数を表します。
０１　貴校の校種等についてお聞きします。（複数回答可）
　□Ａ．全日制（123）　□Ｂ．定時制（1）　□Ｃ．通信制（0）　□Ｄ．課題集中校（10）　
□Ｅ．前期再編校（12）　□Ｆ．後期再編対象校（13）
　□Ｇ．スクールカウンセラー拠点校（6）　□Ｈ．学校独自のカウンセラー配置校（1）
０２　以下の傾向を有すると思われる生徒が貴校に在籍していますか（複数回答可）。　 
　□Ａ．不登校（104）　□Ｂ．引きこもり（29）□Ｃ．摂食障害（39）□Ｄ．神経症（30）
　□Ｅ．過敏性大腸炎（29）□Ｆ．被虐待（14）□Ｇ．被いじめ（32）□Ｈ．抑うつ（31）
　□Ｉ．行為障害（8）□J．自傷行為(リストカットなど)（47）□K．(高機能)自閉症（14）
　□L．学習障害（LD）（18）　□M．注意散漫・多動性障害（AD／HD）（30）
　□Ｎ．精神疾患（13）　□O．肢体不自由（21）


０３　上記０２の質問で「B．引きこもり」と答えた方に質問します。この生徒の状況は以下のどれに該当しますか。
　□Ａ．家族とのコミュニケーションも少なく、ほとんど自分の部屋から出られない様子（6）
　□B．家族とのコミュニケーションはとれるが、ほとんど外出できない様子（11）
　□C．買い物などで外出は出来るが、友人・知人との交流はほとんど無い様子（12）


０４　貴校に特に教育的配慮が必要と思われる生徒を支援する組織（分掌・委員会とは限らず有志でもかまいません）がありますか。ある場合はその名称と人数をお答えください。
　□Ａ．ある（58）　
　□Ｂ．名称・人数（「教育相談部」「生徒支援チーム・センター」「生徒サポート連絡会」「ケース会議」等複数あり・人数的には１人～10人以上で４～８人というところが多かった）
　□Ｃ．ない（59）　


０５　上記０４の質問で「Ａ．ある」と答えた方に質問します。その組織の代表またはコーディネートしている教職員は誰ですか。
　□Ａ．生徒指導部関係の教職員（26）　□Ｂ．保健部関係の教職員（12）
　□Ｃ．養護教諭（13）　□Ｄ．スクールカウンセラー（8）　□Ｅ．コーディネーター（1）　
□F．その他　（10）


０６ 貴校におけるスクールカウンセラーの、この一年間にわたる役割や活用方法をお書きください。（複数回答可）
　□Ａ．よく分からない（21）　　　　　　　 □Ｂ．支援組織に所属している（8）
　□Ｃ．支援組織を設立する準備を職員と協力して行っている（4）
　□Ｄ．生徒の相談を行っている（101）　　　 □Ｅ．保護者の相談を行っている（56）
　□Ｆ．担任等の相談を行っている（50）　　 □Ｇ．管理職の相談にのっている（6）
　□Ｈ．研修会等の原案を立てている（6）　 □Ｉ．生徒の見立てをしている（4）
　□Ｊ．特に養護教諭の相談にのっている（15）　
　□Ｋ．教職員のスーパーヴァイズを行っている（2）　□Ｌ．心理療法を行っている（1）
　□Ｍ．生徒の家庭を訪問することがある（1）□Ｎ．管理職に意見を述べている（4）
　□Ｏ．職員と事例検討等の学習会を行っている（11）
　□Ｐ．頻繁に他校に派遣されている（7）　□Ｑ．電話相談・メール相談を行っている（3）

０７　貴校には相談室、カウンセリングルーム等がありますか、ある場合にはその利用状況はどうですか。（複数回答可）
　□Ａ．ある（102）　　□Ｂ．ない（19）　　□Ｃ．現在作ろうとしている（1）
　□Ｄ．活用されている（34）　　　　　　　□Ｅ．活用されていない（8）
　□Ｆ．教職員等が在室している（2）
　□Ｇ．問題行動をした生徒に関することで使われている（18）
　□Ｈ．カウンセリングを行っている（42）
　□Ｉ．カウンセラーの部屋として使われている（46）
　□Ｊ．生徒の援助のための会議室として利用している（4）　

０８　貴校に保健室登校や相談室登校の生徒がいましたらその状況をおこたえください。
　　（複数回答可）
　□Ａ．いる（28）　　　　□Ｂ．いない（86）
　□Ｃ．本人や家族の希望で登校している（18）
□Ｄ．担任や学年の要請で登校させている（5）
□Ｅ．校内支援組織や職員会議の要請で登校させている（2）
□Ｆ．養護教諭の判断で登校させている（1）
　□Ｇ．カウンセラーの要請で登校させている（2）
　□Ｈ．校内基準によって登校している（1） □Ｉ．担任が生徒の面倒を見る（9）
□Ｊ．当該学年が分担して生徒の面倒を見る（13）
K．養護教諭が面倒を見る（13）
□Ｌ．個別支援委員会等が中心になって生徒の面倒を見ている（0）
　□Ｍ．職員全員が分担して生徒の面倒を見ている（1）
　□N．学校への出席として認めている（10）　O．授業の出席として認めている（4）
　□P．分担して授業を行っている（3）　□Q．カウンセラー・教諭などがカウンセリングを行っている（4）

０９　貴校の１，２学期（前期）の成績会議において上記の配慮を要する生徒に関わる審議の内容についてお聞きします。（複数回答可）
　□Ａ．担任からの報告を受ける（93）□Ｂ．養護教諭等からの報告を受ける（22）□
Ｃ．校内支援組織からの報告を受ける（5）
　□Ｄ．カウンセラー等からの報告を受ける（2）□Ｅ．学年からの報告を受ける（33）
□Ｆ．今後の指導方針を立てる（5）□Ｇ．診断書等の資料が必要である（9）

１０　貴校の学年末の進級判定会議及び卒業判定会議における上記の配慮を要する生徒に関わる審議の内容についてお聞きします。
　□Ａ．他の生徒と同様の規定で協議する（19）
　□Ｂ．配慮を要する生徒については成績や出欠席状況だけで判断しない（76）
□Ｃ．配慮を要する生徒の為の審議の規定がある（11）
　□Ｄ．ドクターの診断書が必要である（13）
　□Ｅ．カウンセラー等の所見が必要である（5）
　□Ｆ．他の生徒とのバランスで毎年変化する（5）

１１　貴校に配慮を要する生徒に関わる教務基準がありますか。
　□Ａ．ない（99） Ｂ．ある（22）
〈第1次～第４次調査のアンケート結果について〉
０１　＜調査対象について＞

　今回の調査では回収率71％という、第１次とほぼ同率の高い数値となりました。回答していただいた校種はほとんど全日制でしたので、定時制や通信制などの動向はあまり反映されていない点が気がかりです。その中では課題集中校からの回答が前回よりも倍に増えました。

０２　＜心の問題を抱える生徒の実態と数について＞

　不登校は回答を寄せられた学校のおよそ８5％に達し、第１次及び第２次（平均92％）に近づきつつあります。おそらくほとんどの学校に存在しているものと思われます。前回ほどではありませんが、自傷行為（リストカットなど）はなお４割近くの学校に見られるのは異常な事態と考えられます。次に摂食障害が毎回三割前後いて依然として高い割合を示しています。また、被イジメはこれまでよりも10％程度増えており、緊急の対応が望まれるところです。その他の特徴としては、抑うつ傾向や注意散漫・多動性障害（AD/HD）、神経症がほぼ四分の一の学校に見られ、増える傾向にあります。

０３　＜引きこもりについて＞

　A「ほとんど自分の部屋から出られない様子」は、割合では２割前後で前回に比べて減少したように見えるが、一方、C「買い物などで外出は出来るが、友人・知人はほとんど無い様子」は前回を上回り４割を超えている。
今回引きこもり者のいる学校は全体の２割強なので、かなり多いという数値ではないかもしれません。ただ、回答者の把握していない部分で、不登校と思われる生徒の中に引きこもりも存在している可能性がありますので、実数はさらに増えると思われます。

０４　＜特別支援システムの有無＞

　支援組織がある学校の割合が不明・無回答を除いて前回の約40％から47％に増えました。。ここ数年の学校を取り巻く状況を各校はしっかり受け止めて、校内体制の整備に尽力しているように見えます。第１次（2001年）調査では20％程度だったのに比べるとかなり多くなった気がします。しかし、「ない」と答えた学校も半数に上り、必ずしも支援組織が定着しているとは言えません。さらに、「ある」と答えたところも実際に円滑に機能しているかどうかについては不明です。

０５　＜組織の代表、コーディネートしている職員＞

　生徒指導部と保健部の教職員、さらに養護教諭がコーディネートしているところが９割近くで、前回（54％）よりも大幅に増えていることが分かります。SCがコーディネートしているところはほぼ15％くらいになります。「その他」が前回よりも半減しているのは担当教員が多くの学校で固定化しつつあるからではないか（？）教育相談コーディネーターはまだ十分活躍しているとは言えません。

０６　＜スクールカウンセラーの活用状況＞

　今回の調査結果では、D「生徒の相談を行なっている」が82％、E「保護者の相談を行なっている」が46％、F「担任等の相談を行なっている」が41％で、三者ともに相談件数が顕著に増加していることがわかります。特に、E「保護者の相談」は回を追うごとに確実に増えており、相談機関の一つとして定着しつつあります。一方、依然としてA「よく分からない」という回答も17％程度あり、学校によっては十分にSCの仕事が教職員に認知されていない状況があるかと思われます。また、O「職員と事例検討等の学習会を行なっている」という回答が14％から9％に減じているのは少し気になります。


０７　＜相談室・カウンセリングルームの有無と活用方法＞

　A「ある」が前回よりも微増にとどまりましたが、ほぼ８割強の学校には相談室またはカウンセリングルームが設置されている状況です。今回の調査からは分かりませんが、聞くところによると定時制や通信制ではこれらの部屋が無いというのが現状で、職員室等を利用するしかないということです。D「活用されている」はまだ３割にも満たない状況があります。
部屋はあっても「カウンセリングを行なっている」と明記したところが３割程度で、「カウンセラーの部屋として使われている」と回答したのが４割弱です。中には「問題行動をした生徒に関することで使われている」（１５％）とありますが、学校によっては相談室が生徒指導上のことにも使われています。Fの「教職員等の在室」は回を重ねるごとに減少（7.8％から1.6％へ）しており、教職員不在という現状がはっきりしてきました。

０８　＜保健室登校・相談室登校の実態＞

　A「いる」と答えた割合が23％で過去７年間でも２割から３割程度の間を行き来しています。なかなか実態を把握するのが難しい面もあろうかと思います。当該生徒の面倒を誰が見ているかという項目ではI「担任」（7％）、J「当該学年」（11％）、K「養護教諭」（11％）というように、生徒が所属する学年団にゆだねられる傾向が見られます。当該学年以外の教職員には、保健室または相談室登校の実態がよくわからないということが起きています。さらに、Q「カウンセリングを行なっている」はわずかに3％(前回5％)で必ずしもSCや教職員との連携がうまくいっているわけではありません。また、「個別支援委員会等」（０％）のサポート体制が困難な状況では、学年団にさらなる負担がかかるように思われます。

０９ １０　＜成績会議、進級判定会議及び卒業判定会議での報告と検討事項について＞

　各会議では担任が主で、次に学年団や養護教諭からの報告・説明がなされます。Cの「校内支援組織からの報告」（４％）はわずかであり、Fの「今後の指導方針を立てる」（４％）というところまではなかなか難しいようです。進級及び卒業判定基準については、「配慮を要する生徒については成績や出欠席状況だけで判断しない」という特別な事情で勘案されているところが６割以上に達しています。

１１　＜特別な教務基準＞

　「配慮を要する生徒に関わる教務基準」があるのは２割弱で、「ない」という回答が圧倒的でした。

１　〈７年間の変遷と傾向について〉
1 　不登校や引きこもりなどを理由とする長期欠席者が第１次調査を開始してからかなりの高率で存在しています。家族以外の友人や知人と交流することができない生徒が比較的多く見られます。
2 　自傷行為（リストカットなど）は一般の生徒にも見られることがあります。。他に摂食障害や抑う

つ、イジメなどが引き金となり、不登校につながると考えられます。注意散漫・多動性障（AD/HD）も目立つようになってきています。
③　「支援システム」が半数の学校で組織されていない状況にあります。しかし、学校によっては従来どおり担任・学年団やグループとの協力で指導がなされているところもあるかもしれません。実態までは正確に把握できませんでした。組織の名称も異なり、構成員の数もまちまちですので、教職員の「支援システム」に対する考え方や取り組み方も異なるのではないでしょうか。
4 スクールカウンセラーの役割はますます重要になってきています。生徒の相談は言うまでもあり
ませんが、保護者や担任等の相談がこれからもますます増えていくように思われます。SCの校内での認知度が高まり、カウンセリングを受けることがより身近なものになってきているようです。
5 相談室またはカウンセリングルームはかなり多くの学校に設置されているわけですが、まだ十分
に活用されているとはいえないようです。仮に教職員の「支援システム」があったとしても実際には常駐して生徒の相談に応じるなどの時間的余裕はありません。
⑥　最後に保健室または相談室登校の生徒に対して面倒をみてあげられるような「支援システム」が必要になってくると思います。職員の手が回らずにそのような生徒たちが放置されているのが現状です。不登校や引きこもりとも関連していることがらなので授業に出られない生徒に対する取り組みも欠かせません。
２　〈高校生の心理と病理について〉
今回（第４次）のアンケート結果からもうかがえることですが、不登校の生徒がほとんどの学校にいるという現実があります。県の調査結果（H18年度）を見ても、「30日以上欠席者数」が全日制で5,021人（出現率4.3％）、定時制で2,918人（同40.8％）となっています。理由別では、全日制の場合「その他」（51.6％）を除けば、「不登校」（1,552人）が30.9％を占めています（他に「病気15.6％」、「経済的理由1.9％」）。H17年度についても同傾向が見られることから、学校現場では常に一定程度の割合で不登校生徒が存在していることがわかります。
私の勤務する学校でもクラスや部活動の人間関係がうまく行かなくて休みがちになり、不登校になった生徒がいました。結局1年間登校できない状態になり、転学するという例がありました。また、他県や県内の学校から似たような状況で本校に移ってきた生徒もおります。転学することで本人の勉学の意思がかなえられたり、クラスとか部活動での人付き合いに支障をきたすことがないならば、一つの解決策として考えられるのではないでしょうか。現状を追認するというやや消極的な対処法ですが。実際には生徒の異変に担任や他の教師が気づかないというのが多いのではないかと思います。生徒が休みがちになって初めて知らされることになります。本人と直接話せる場合はまだしも、そうでない場合には保護者から間接的に事情を聴くしかありません。
また、「摂食障害」や「過敏性大腸炎」というような精神的・身体的事情で欠席がちになる生徒がいます。大抵はかかりつけの医者にかかっているのですが、長引く場合には全くといっていいほど登校できない状態が継続することがあります。登校できる状態になっても授業を受けられるところまでは万全でないという生徒は、午前中だけとか午後だけ保健室または相談室登校します。そのような場合に、まずは担任が中心となって生徒の指導を行なうことが多くなります。
その他に、「自傷行為」も比較的よく見受けられることがあります。たとえば、体育の授業中に全く偶然に生徒の腕にリストカットによる傷を見てしまったという報告がありました。それから、生徒の中には自身が中学時代は多動性の傾向があって、注意力がやや散漫だったと話すこともあります。したがって、そのような生徒がいた場合により細かく目を配るような取り組みが必要になってくると感じました。
３　〈校内サポート体制とコーディネーター及びSCの果たす役割について〉

　
　今回の調査によると、０４「特に教育的配慮が必要と思われる生徒を支援する組織」がA「ある」と回答したところが（４７％、前回４０％）、B「ない」ところが（４８％、同５３％）となっています。第1次調査（01年）では２割程度しかなかったのに対して５割近くまで設立されるようになりました。
名称については「教育相談委員会」「カウンセリング委員会」「サポート委員会」「人権委員会」「教育相談部」「生徒支援チーム」「生徒支援センター」「生徒サポート連絡会」「ケース会議」等さまざまですが、いずれも生徒一人一人の事情に配慮しようとする姿勢が感じられます。また、構成人員は４～８人くらいが最も多いようです。さらに、その代表は、生徒指導部関係もしくは保健部関係の教職員、または養護教諭というのがほとんどです。SCやコーディネーターがその代表となっているところはまだ少数です。組織の構成メンバーについては、全校的な取り組みなのかそうでないのかは残念ながら、この調査からではわかりません。
次に、<校内サポート体制〉が円滑に機能しているかどうかについて検討してみたいと思います。例えば、０６「SCの役割や活用方法」で、B「支援組織に所属している」は6.5％であり、C「支援組織を設立する準備を職員と協力して行なっている」は3.3％にすぎません。また、０７「カウンセリングルーム、または相談室の利用状況」で、F「教職員等が在室している」（1.6％）やJ「生徒の援助のための会議室として利用している」（3.3％）の割合が極端に低くなっています。さらに、０８「保健室登校や相談室登校の生徒の状況」で、「支援委員会等が中心になって面倒を見ている」は０％であり、０９「成績会議において配慮を要する生徒に関わる審議」で、C「支援組織からの報告を受ける」は4.1％にとどまります。
　以上のことから、次のような問題点を指摘してみたいと思います。
　　①　校内での「支援システム」の位置づけが明確になっているか。
　　②　担任や学年団と役割分担の上で連携が取れているか。
　　③　コーディネーターの果たす役割はどこにあるのか。
（文責：茅ヶ崎北陵分会　秋末　一政）

　 


7

